
人材開発支援助成金制度のご案内
【令和8年度版】
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① 人材育成支援コース ・・・ 職務に関連した知識・技能を習得させるための訓練や有期契約労働者等を正規雇用労働者等に転換等を
するための訓練を実施する。

例）新入社員研修、管理職・中堅社員研修、サービスエンジニア・プログラマー養成、技能向上訓練などのほか
○ 大型・中型免許取得、タクシー乗務員養成など
○ 安全衛生法などに基づく法定講習の一部（玉掛け技能・クレーン講習やフォークリフト運転技能講習など）
○ 介護職員初任者講習、介護福祉士実務者研修、喀痰吸引等研修など
○ 1級・2級建築施工管理技士、1級・2級土木施工管理技士、1級・2級電気工事施工管理技士など
○ その他、自動車整備士資格取得、理美容関係、営業スキル向上研修など

② 教育訓練休暇等付与コース ・・・ 有給の教育訓練制度を導入し、労働者が当該休暇を取得して訓練を受ける。

③ 建設労働者認定訓練コース ・・・ 認定訓練を実施または雇用する建設労働者に有給で受講させる。

④ 建設労働者技能実習コース ・・・ 雇用する建設労働者に有給で技能の向上のための実習を受講させる。

⑤ 人への投資促進コース ・・・ デジタルなど成長分野を支える人材の育成を目的とした訓練等を実施する。
・訓練の方法として
○ 大学院での訓練
○ 定額制訓練（サブスクリプション型の研修サービス）
○ 労働者の自発的な訓練への支援など

⑥ 事業展開等リスキリング ・・・ 事業展開等に伴い新たな分野で必要となる知識や技能及び社内のデジタル化、DX化等を
支援コース 進めるため必要となる知識や技能を習得させるための訓練等を実施する。

・訓練の目的として
○「事業展開」、「デジタル・デジタルトランスフォーメーション（DX）化」
「グリーン・カーボンニュートラル化」、「企業内の人事及び育成に関する計画（新設）」

人材開発支援助成金制度とは?

1

※令和8年度（2026年度）まで

※令和8年度（2026年度）まで

人材開発支援助成金とは、事業主等が雇用する労働者に対して、その職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職業訓練等を計画に沿って
実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。
人材開発支援助成金には、以下の６種類のコースが設定されていますが、研修の目的、研修カリキュラムの内容や研修方法、受講対象者等により活用いた

だけるコースが異なります。また、ご活用いただくコースによって経費助成率、賃金助成額が異なっています。
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介護事業者における「人材開発支援助成金」の活用事例 ①

令和7年度

「人材育成支援コース

（人材育成訓練）」

活用事例

計画件数 319件

（対前年度比 77.2%増加）

受講人数 502人

（対前年度比 60.0%増加）
経費助成 45%（30%）

賃金助成 800円/時・人

（400円/時・人）

① 介護職員初任者研修･･･66件、86人

② 介護職員実務者研修･･･50件、67人

③ 実務者研修教員講習会･･･4件、11人

④ 介護福祉士実務者研修…64件、92人

⑤ 愛知県介護支援専門員実務研修･･･5件、6人

⑥ 喀痰吸引等研修･･･49件、49人

⑦ 行動援護従事者養成講習･･･8件、14人

⑧ 認知症介護実践リーダー研修･･･8件、39人

⑨ 認知症介護実践者研修･･･15件、29人

⑩ 認知症対応型サービス事業管理者研修…4件、14人

⑪ 福祉用具専門支援員指定講習･･･5件、5人

⑫ 福祉職員キャリアパス対応生涯研修･･･11件、17人

⑬ 主任介護支援専門員専門・更新研修･･･13件、14人

⑭ 介護基礎コース･･･3件、13人

⑮ 介護人材養成コース…9件、27人

⑯ 訪問介護管理者育成研修…１件、１人

⑰ 現任者介護eラーニング研修…4件、18人 など

※（ ）内は中小企業以外

2
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介護事業者における「人材開発支援助成金」の活用事例 ②

前ページの訓練（研修）以外にも「人材育成支援コース」においては、
○ 新入職員研修
○ リーダー・サブリーダーを対象とした「マネジメント研修」
○ 介護職、看護職、リハビリ職、介護支援専門員、生活相談員、介護事務職、介護管理職を対象とした介護職向けの研修などに活用されています。

また、令和4年4月1日に創設された「人への投資促進コース」のうち「定額制訓練（次ページ参照）」については、
○ 介護に従事する職員向けのｅ-ラーニング研修として、老人保健施設、特別養護老人ホーム、訪問看護ステーション などを運営されている事業者に
活用されています。

☆定額制訓練に対する助成･･･経費助成 60%（45%）※（ ）内は中小企業以外

そのほか、令和4年12月1日に創設された「事業展開等リスキリング支援コース」の活用事例としては、
「デジタル化・DX化」
■ 現在、レセプト作成やデータ管理、シフト管理などの事務作業が多く効率的なデータ管理スキルが不足しているため、職員の負担が大きく業務効率が
低い状態です。
⇒ Excelの利用法を正しく学び、データ管理を自動化することで、事務作業の時間を大幅に削減し、ヒューマンエラー防止、介護サービスの質向上、
職員のITスキルの向上を図る研修を実施。

■ 当法人では業務の多様化や事務負担の増加により効率化とサービス向上が課題となっています。現在、介護記録や家族向け報告書の作成、レクリエ
ーション企画、シフト管理などが手作業で行われており時間や労力を要しています。
⇒ 記録や報告書の自動生成、企画支援、管理業務の効率化を図りスタッフの負担軽減と利用者サービスの質向上を目指しDX化を推進するため、
ChatGPTを活用する知識を得るための研修を実施。

■ 現在ペーパーレス化を進めておりデータ化した資料の管理や活用について運用方法の構築を進めている。
⇒データの有効活用が可能となるため知識を深めるとともに生成AIを活用した資料作成等についてMicrosoft365を活用した研修を実施。

■ 年に４回以上ある理事会や評議会、またその他会議における議事録等の記録に活用したり、施設全体のアンケート等に活用し業務の効率化を図りたい。
⇒生成AIを活用した効率的な情報処理や業務の自動化に関する知識を身に着けるための研修を実施。

☆事業展開等リスキリング支援コースの助成･･･経費助成 75%（60%）、賃金助成 1,000円/時・人 （500円）/時・人

3
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定額制訓練とは･･･
定額受け放題研修サービスによる訓練で、提供されるサービス全てを受講必須とするような訓練ではなく、同額で複数の訓練を選択して受けられる

eラーニング及び同時双方型の通信訓練でかつ、 １訓練当たりの対象経費が明確でない訓練

受講者

選択 A講座

選択 B講座

選択 C講座

選択 D講座

選択 E講座

選択 F講座

選択 G講座

選択 H講座

選択 I講座

選択 J講座

受講者

必須 A講座

必須 B講座

必須 C講座

必須 D講座

必須 E講座

必須 F講座

必須 G講座

必須 H講座

必須 I講座

必須 J講座

??

【定額制訓練】
（定額受け放題研修サービスによる訓練）

【定額制訓練以外の訓練】

【例】提供される全ての講座の中から、１講座〜１０講
座を選択して受講。１講座のみの受講でも１０講座全て
受講しても費用は同額 4
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基本要件
□ 訓練開始日の6か月前からⅠか月前までの間に計画届を労働局（管轄ハローワーク）に提出すること
□ 申請事業主が訓練期間中も対象労働者に適正に賃金を支払うこと
□ 申請事業主が支給申請日までに全額訓練経費を負担すること
□ 実訓練時間数（総訓練時間−除外時間数）が10時間以上の訓練であること ※除外時間の定義については、11〜12ページ参照
□ ①OFF-JTを行うこと または②OFF-JTとOJTを組み合わせた訓練を行うこと

人材開発支援助成金に係るチェックリスト及びフローチャート①

5

人材育成支援コース
（人材育成訓練）①

共通基本要件
□ 申請事業主（助成金を受給しようとする者）は、雇用保険適用事業所の事業主であること
□ 対象労働者（訓練を受講する者）は、申請事業主が設置する雇用保険適用事業主の雇用保険被保険者であること
□ 申請事業主は、研修や人事の担当課長等を「職業能力開発推進者」として選任していること

（※「職業能力開発推進者」を選任していない場合は、計画届を提出する日までに選任してください）※15ページ参照
□ 申請事業主は、「事業内職業能力開発計画」を策定し、雇用する労働者に周知していること

（ ※「事業内職業能力開発計画」を策定・周知していない場合は、計画届を提出する日までに選任してください）※15ページ参照

① OFF-JTを行う① OFF-JTを行う

人への投資促進コース
（高度デジタル人材訓練）⑥

人への投資促進コース
（成長分野等人材訓練）⑦

人への投資促進コース
（定額制訓練）⑨

事業展開等リスキリング
支援コース ⑬

職務に関連した知識・技能を習得
させるための10時間以上の訓練

高度デジタル人材を
育成するための訓練

海外の大学院を含む
大学院での訓練

定額受け放題研修サービスによる訓練

事業展開やDX等に伴う訓練

Ⅰ 申請事業主が業務命令で対象労働者に訓練を受講させる場合

※各コースの○番号は6ページ「人材開発支援助成金の助成額・助成率一覧」に対応
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※1：賃金要件等を満たす場合に加算あり（訓練修了後に行う訓練受講者に係る賃金改定前後の賃金を比較して５％以上上昇している場合、又は、資格等手当の支払を就業規則
等に規定した上で、訓練修了後に訓練受講者に対して当該手当を支払い前後の賃金を比較して３％以上上昇している場合に助成率等を加算
※2：国内の大学院を利用した場合に助成
※3：有給休暇の場合のみ助成
※4：要件を満たした事業主に助成

人材開発支援助成金の助成額・助成率一覧 （ ）内は中小企業以外の助成額・助成率

6

設備投資
加算※4

OJT実施助成額
（1人1コース当たり）

新規採用助成・
職務代行助成経費助成率賃金助成額

（1人1時間当たり）支給対象となる訓練等

−−−正規45％（30％）
非正規70％※1800円（400円）※1OFF-JT①人材育成訓練

人材育成支援コース

−−−45％（30％）※1800円（400円）※1OFF-JT
②認定実習併用職業訓練

−20万円（11万円）※1−−−OJT

−−−75％ ※1800円（400円）※1OFF-JT
③有期実習型訓練

10万円（9万円）※1−−−OJT

−−−60％（45％）※1800円（400円）※1OFF-JT
④中高年齢者実習型訓練

10万円（9万円）※1−−−OJT

−−−30万円 ※1−⑤教育訓練休暇等付与コース

−−−75％（60％）1,000円（500円）OFF-JT⑥高度デジタル人材訓練

人への投資促進
コース
（令和８年度末までの
時限措置）

−−−75％1,000円 ※2OFF-JT⑦成長分野等人材訓練

−−−60％（45％）※1800円（400円）※1OFF-JT⑧情報技術分野認定実習
併用職業訓練 −20万円（11万円）※1−−−OJT

−−−60％（45％）※1−OFF-JT⑨定額制訓練

−−−45％ ※1−OFF-JT⑩自発的職業能力開発訓練

−−新規27、45、67.5万円
職務代行：75％20万円 ※11,000円（800円）

※3⑪長期教育訓練休暇制度

−−−20万円 ※1−⑫教育訓練短時間勤務制度

購入費用
の50％−−75％（60％）1,000円（500円）OFF-JT⑬事業展開等リスキリング支援コース

（令和８年度末までの時限措置）
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「計画提出」時、「支給申請」時における提出等書類については、訓練内容により異なりますので「あいち雇用助成室第1係」（052-688-5758）
にご相談いただくか、「人材開発支援助成金」パンフレット（詳細版）でご確認ください。
なお、「人材開発支援助成金」パンフレット（詳細版）及び申請書類につきましては、厚生労働省のホームページよりダウンロードできます。

人材開発支援助成金が支給されるまでの流れ【OFF-JTの場合】

Step１
計画提出
Step１

計画提出

社内の「職業能力開発
推進者」の選任、

社内の「事業内職業能
力開発計画」の策定・
周知

選任・作成については、
15ページ参照

Step 0

●事業内職業能力開発計画に基づき、
「職業訓練実施計画」を作成します。

●作成した計画届が提出できる期間は、
訓練開始日から起算して6か月前から
1か月前までの間(※)に「あいち雇用助
成室」に提出します。

※新規採用者のみを対象とした職業訓練
等の場合は、訓練開始日の前日まで。

※定額制訓練の場合は、原則、定額制
サービスの契約期間の初日から起算して
1か月前まで

▽定額制訓練のみ、既に訓練を実施して
いる場合でも、計画届提出日から起算し
て1か月後以降の訓練については、助成
金の対象となります。

○愛知労働局（あいち雇用助成室）に
おいて計画届等申請書類の受付

Step３
支給申請
Step３

支給申請
Step２

訓練実施
Step２

訓練実施

「職業訓練実施計画」に基づき
訓練を実施します。

※「職業訓練実施計画」に変更
が生じた場合には、事前に「変
更届」の提出が必要となる場合
があります。

●訓練修了日の翌日から２か月
以内に必要書類を「あいち雇用
助成室」に申請します。

※支給申請までに、訓練にか
かった経費を全額支払っておい
てください。

7

Step４
支給決定

又は
不支給決定

愛知労働局（あいち雇用助
成室）において、支給審査の
上、支給・不支給を決定。

書類の提出方法
① 窓口への直接提出（あいち雇用助成室または管轄ハローワーク）

② 郵送による提出
※ 提出書類が労働局に到達した日が提出日となります。消印有効ではありませんのでご注意ください。
※ 郵送事故防止のため、簡易書留など必ず配達記録が残る方法で郵送してください

③ 電子申請システム（雇用関係助成金ポータル）による提出
※ 電子申請を利用するためには「GビズID」の申請・取得が必要です

ii

「新規採用者のみを対象とした訓練」とは、
雇い入れ日から1か月以内に開始される訓練
をいいます。
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次のいずれかの要件に該当する事業主は対象となりません。
① 不正受給（偽りその他不正の行為により本来受けることのできない助成金の支給を受け、または受けようとすること）を行ってから5年以内（不支給
措置期間）に支給申請をした、または、支給申請日後、支給決定日までに不正受給をした事業主

② 助成金の不正受給が発覚した場合に行われる事業主名等の公表及び支給を受けた助成金の返還等について、承諾していない事業主（「共通要領様式第1号
支給要件確認申立書」により承諾してください。）

③ 申請事業主の不正受給に関与した場合に、名称等の公表及び申請事業主が返還すべき債務の連帯等があることを承諾していない訓練実施者が行う訓練
について支給申請をする場合（訓練実施者の承諾書【様式第12号支給申請承諾書】は提出書類として必ず提出しなければなりません。）

④ 過去に申請事業主の不正受給に関与し、不支給措置期間が適用されている訓練実施者が実施した訓練について支給申請をする場合（計画提出日以前に不正
受給への関与が発覚していた場合に限ります。）

⑤ 支給申請をした年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料を納入していない事業主（支給申請の翌日から起算して2か月以内に納入を行った
事業主を除く。）

⑥ 支給申請日の前日の過去1年間に、労働関係法令違反を行った事業主

⑦ 性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれら営業の一部を受託する営業を行う事業主

⑧ 暴力団関係事業所の事業主

⑨ 事業主又は事業主の役員等が、破壊活動防止法第4条に規定する暴力主義的破壊活動を行った又は行う恐れがある団体等に所属している場合

⑩ 支給申請日または支給決定日の時点で倒産をしている事業主

⑪ 訓練開始日（有期契約労働者等のみを対象とする場合を除く。）、支給申請日及び支給決定日の時点において雇用保険適用事業所でない（雇用保険被保険
者が存在しない。）事業所

⑫ 提出した書類に関して、事実と異なる記載又は証明（軽微な誤り（労働局長が認めた場合に限る。）は除く。）を行った事業主

⑬ 提出した書類に関して、管轄労働局長の補正の求めに応じない事業主

⑭ 助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要であると管轄労働局長が認める書類等を管轄労働局長の求めに応じ提出又は提示しない、または管轄

労働局の実地調査に協力しない等、審査に協力しない事業主（代理人を通じて提出を求める場合も同様です。）

⑮ 助成金の支給又は不支給の決定に関する審査に必要な書類等を整備、保管していない事業主（関係書類は支給決定後も5年間保存しなければなりません。） 8

１-１ 助成金の支給対象とならない事業主等の要件の確認ポイント１
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○ 以下の４から 16 までの事業活動等に係る状況について、「はい」「いいえ」のどちらかを○で囲んでください。

後述の「記載にあたっての留意点」の内容を了解した上でご回答下さい。 

    ・４から 16 までについて         はい ・ いいえ 

    ・「いいえ」がある場合の該当番号              

４ 平成 31 年３月 31 日以前に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定又は支給決定の取り

消しを受けたことがない、又は受けたことがあるが、当該不支給決定日又は支給決定取消日から３年を経過して

いる。                         

５ 平成 31 年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給による不支給決定又は支給決定の取り消

しを受けたことがない、又は受けたことがあるが、当該不支給決定日又は支給決定取消日から５年を経過してい

る。                           

６ 平成 31年４月１日以降に申請した雇用関係助成金について不正受給に関与した役員等がいない。                              

７ 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の未納がない。        

８ 支給申請日の前日から起算して過去１年において、労働関係法令違反により送検されていない。                             

９ 風俗営業等関係事業主でない。                    

10① 事業主若しくは事業主団体（以下「事業主等」という。）又は事業主等の役員等が、暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する

暴力団又は第２条第６号に規定する暴力団員でない。      

② 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、

暴力団又は暴力団員を利用するなどしていない。     

③ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給せず、又は便宜を供与しないなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力をせず、若しくは関与していない。 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていない。                       

⑤ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していない。 

11 事業主等又は事業主等の役員等が、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行っていない又

は行う恐れがある団体等に属していない。            

12 倒産していない。                           

13 管轄労働局長が審査に必要な事項についての確認や適正支給のための調査を行う際に協力すること、確認や調

査に応じなければ事実を確認することが出来ないため不支給又は支給決定取消となること、確認や調査にあたり

必要に応じて従業員へのヒアリングや関係機関等（取引先、金融機関、税務署等）への照会を行う場合があり得

ること、法令に義務づけられている書類の適切な保管や管轄労働局長が求める書類の提出又は提示が指定期日ま

でに行われない場合は不支給又は支給決定取消となること、雇用関係助成金について不正受給を行った場合に労

働局長が事業主名等を公表すること並びに、管轄労働局長が支給決定を取り消し、支給を受けた雇用関係助成金

の返還を求めた場合に返還することに承諾する。                                

14 役員等の氏名、役職及び生年月日が記載されている別紙「役員等一覧」又は同内容の記載がある  書類を添

付している。                                  

15 「雇用関係助成金支給要領」に従うことに承諾する。 

16 支給申請書等に事実と異なる記載又は証明を行っていない。 

支給要件の確認についての提出書類

右記の内容は、「支給要件確認申立書」（共通
要領様式第1号）に記載されている内容で、同書類
の提出時期は支給申請時となっております。

「職業訓練実施計画届」提出時には、提出不要の
ため、右記要件に「いいえ」の回答があっても
「職業訓練実施計画届」は受付されますが、「人材
開発支援助成金」の支給は不可となりますので、ご
活用を検討される場合は、事前にご確認ください。

9
- 204 -



次のすべての要件を満たす必要があります。（※育児休業中の者を対象に訓練を実施する場合など一部例外があります。）

□ ① 雇用保険適用事業所（雇用保険被保険者が存在する事業所）の事業主であること。

□ ② 労働組合等の意見を聴いて「事業内職業能力開発計画」を作成し、その計画を労働者に周知していること。

□ ③ ②の事業内職業能力開発計画に基づき「職掌訓練実施計画届（様式第1-1号）」を作成し、その計画の内容を労働者に周知していること。

□ ④ 職業能力開発推進者を選任していること。

□ ⑤ 職業訓練実施計画届に基づき、その雇用する労働者に訓練を受けさせる事業主であること。

□ ⑥ 基準期間（「職業訓練実施計画届」の提出日の前日から起算して6か月前の日から支給申請書の提出日までの間）に、当該計画を実施した事業所において、雇用
する被保険者を解雇等事業主都合により離職させた事業主以外の事業主であること。

但し、雇用する被保険者のうち、雇用保険法第38条第1項に規定する短期雇用特例被保険者及び同法第43条第1項に規定する日雇労働被保険者を除く。
※ なお、「解雇等」とは、労働者の責めに帰すべき理由による解雇、天災その他やむを得ない理由により事業の継続が不可能となったことによる解雇以外の解雇に
勧奨退職等を加えたものであって、被保険者の資格喪失確認の際に喪失原因が「3」と判断されるもの。

□ ⑦ 基準期間（⑥と同じ基準期間）に、特定受給資格者となる離職理由のうち離職区分が1Aまたは3Aに区分される離職理由により離職した者として同法
第13条に規定する受給資格の決定が行われたものの数を、当該事業所における支給申請書提出日における被保険者数で除した割合が6％を超えている事業主
以外の事業主であること。※ 但し、特定受給資格者として当該受給資格の決定が行われたものの数が3人以下である場合を除く

□ ⑧ 従業員に職業訓練等を受けさせる期間中も、当該従業員に対して賃金を適正に支払っていること。

□ ⑨ 助成金の支給または不支給の決定に係る審査に必要な書類等を整備、５年間保存している事業主
であること。

□ ⑩ 助成金の支給または不支給の決定に係る審査に必要であると管轄労働局長が認める書類等を管轄
労働局長の求めに応じ提出または提示する、管轄労働局長の実地調査に協力する等、審査に協力する
事業主であること。

□ ⑪ 雇用する労働者に対して定期的なキャリアコンサルティングを実施することについて、
労働協約、就業規則又は「事業内職業能力開発計画」で定めていること。33ページ参照 10

１-２ 助成金の支給対象となる事業主等の共通要件の確認

（※）事業展開等リスキリング支援コースの場合は、
⑥、⑦、⑪の要件は除外されます。

ポイント１

（※）人への投資促進コースの場合は、⑪の要件は除外されます。

「賃金を適正に支払う事業主」について
○ 職業訓練等の実施期間中、所定労働時間外及び休
日に訓練を行った場合は、時間外手当や休日手当など
の割増賃金を含む賃金を適正に支払う必要があります。
○ ｅラーニングによる訓練等及び通信制による訓練
等を実施する場合であっても、支給対象訓練は業務上
義務付けられ、労働時間に該当するものとなるため、
当該訓練期間中に賃金を支払うことが必要となります。
（育児休業中訓練の場合を除きます。）
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２ 実訓練時間数算定における除外時間の定義
※対象とならないOFF-JT
・OFF-JTの実施目的・実施方法が次の（表１）および（表２）で掲げるものに該当すると判断される場合は、助成対象となりません。
カリキュラム全体のうち、一部に含まれる場合も、その時間は助成対象となりませんので、実訓練時間数の算定から除外してください。

（これらを除外して算定した実訓練時間数が、10時間以上必要です。）

OFF-JTのうち助成対象とならない実施目的のもの

職業、または職務に間接的に必要となる知識・技能を習得させるもの
（職務に直接関連しない訓練等）
例)：普通自働車(自動二輪車)運転免許取得のための講習 等

１

職業、または職務の種類を問わず、職業人として共通して必要となる
もの（共通スキル訓練）
例)：接遇・マナー講習等社会人として基礎的なスキルを習得するための

講習 等

２

趣味教養を身につけることを目的とするもの
例)：日常会話程度の語学の習得のみを目的とする講習、話し方教室等３

通常の事業活動として遂行されるものを目的とするもの
例)：① コンサルタントによる経営改善の指導

② 品質管理のマニュアル等の作成や改善又は社内における作業環境
の構築や改善
③ 自社の経営方針・部署事業の説明、業績報告会、販売戦略会議
④ 社内制度、組織、人事規則に関する説明
⑤ QCサークル活動
⑥ 自社の業務で用いる機器・端末等の操作説明
⑦ 自社製品及び自社が扱う製品やサービス等の説明
⑧ 製品の開発等のために大学等で行われる研究活動
⑨ 国、自治体等が実施する入札に係る手続き等の説明 等

なお、単に自社の業務上の情報を訓練における題材として取り上げる
場合で、業務改善指導や事業活動における成果物の創出につながらな
いものはこれに該当しない。（事業外訓練の場合に限る。）
例）：自社の財務諸表を用いて財務分析の手法を学ぶ訓練は対象

⇔ 分析結果に基づき経営改善計画を策定する場合ｈ対象外

４

表１表１

※上記２について、OFF-JTの実訓練時間数に占める時間数が半分未満である場合には助成対象となります。

OFF-JTのうち助成対象とならない実施目的のもの
実施目的が労働者の職業能力開発に直接関連しないもの
例)：時局講演会、研究会、座談会、大会、学会、研究発表会、博覧会、見本市、

見学会、視察旅行、ビジネス交流会、オンラインサロン 等
５

その業務を実施するに当たって、法令等において、事業主に対して講習
等の実施が義務付けられているもの
例)：・労働安全衛生法に基づく講習（法定義務のある特別教育等）、

・道路交通法に基づき事業者に科せられる法定講習、
・派遣法第30条の2第1項に基づく教育訓練(入職時から毎年８時間の教育
訓練) 等

また、法令等において、事業主等に対して、訓練等を受けた労働者や資格
を持った労働者を設置することが義務づけられており、当該労働者に対し
て訓練等を実施しなければ当該業務を実施できない場合であること
例)：労働安全衛生法における安全管理者の設置のための安全管理者選任時研修

の実施において、当該研修を受講する予定の労度者以外に有資格者がいな
い場合 等

なお、労働者にとって資格を取得するための法定講習等である場合は除く
例)：・建設業法に定める土木施工管理技士を取得するための訓練、

・社会福祉・介護福祉法の定める介護福祉試験を受けるための訓練等

６

職業又は職務に関する知識・技能の習得を目的としていないもの
例)：意識改革研修、モラール向上研修 等７

資格試験（講習を受講しなくても単独で受検して資格が得られるもの）、
適性検査８

表１表１

11

ポイント2
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OFF-JTのうち助成対象とならない実施方法のもの
業務上の義務として実施されるものではなく、労働者が自発的に行うもの（育児休業中の者に対する訓練等は除く）１
e-ラーニングによる訓練等及び同時双方向型の通信訓練のうち、定額制サービスによるもの（人材育成訓練においては対象外）２
教材、補助教材等を訓練受講者に提供することのみで、設問回答、添削指導、質疑応答等が行われないもの
（通信制による訓練等の場合に限る）３

広く国民の職業に必要な知識及び技能の習得を目的としたものではなく、特定の事業主に対して提供することを目的としたもの（e-ラー
ニングによる訓練等及び通信制による訓練等に限る。）４

専らビデオのみを視聴して行う講座（e-ラーニングによる訓練等及び通信制による訓練等を除く。）５
海外、洋上で実施するもの（海外研修、洋上セミナーなど）６
生産ライン又は就労の場で行われるもの
（事務所、営業店舗、工場、関連企業（取引先を含む）の勤務先等、場所の種類を問わず、営業中の生産ライン、または就労の場で行われるもの e-
ラーニングによる訓練等及び通信制による訓練等を除く。）

７

通常の生産活動と区別できないもの
例)：現場実習、営業同行トレーニング など８

訓練指導員免許を有する者、または、当該教育訓練の科目、職種等の内容について専門的知識・技能を持つ講師により行われないもの９

訓練の実施に当たって適切な方法でないもの
主な例：・あらかじめ定められた計画通り実施されない訓練

・労働基準法第39条の規定による年次有給休暇を与えて受講させる訓練
・教育訓練機関としてふさわしくないと思われる設備・施設で実施される訓練
・文書・図表等で訓練の内容を表現した教材（教科書等）を使用せずに行う講習・演習など

10

表２表２

※その他の除外時間
表１および表２に該当する訓練のほか、以下の時間も助成対象となる訓練の時間数に含めることができませんので、実訓練時間数の算定から

除外してください。
○ 昼食などの食事を伴う休憩時間（総訓練時間数にも含めません）
○ 移動時間
○ 以下のうち定められた範囲を超える時間（※定められた範囲内は訓練時間数の対象になります）
・小休止（訓練と訓練の合間にとる１回30分以下の休憩）…１日にあたり累計60分まで
・開講式、閉講式、オリエンテーション（主に事務的な説明・連絡を行うもの）…一の職業訓練実施計画届あたり累計60分まで

※ そのほか、支給対象経費においても訓練の内容により、支給対象外となる経費がありますので「人材開発支援助成金パンフレット
（詳細版）でご確認いただくか、「あいち雇用助成室第1係」（052-688-5758）へお問い合わせください。 12
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3 人材育成支援コース（人材育成訓練）における個別要件

13

助成対象訓練の要件助成対象訓練の要件

① 職務に関連した専門的な知識および技能の習得をさせるための訓練「職務関連訓練」であること

② OFF-JTであること
③ 訓練の実施方法が、「通学制」、「同時双方型の通信訓練」、「eラーニング」又は「通信制」のいずれかであり、次の1）又は2）のいずれかに該当する
こと。

1）通学制又は同時双方向型の通信訓練の場合は・・・
1コースあたりの実訓練時間数が「職業訓練実施計画届」の届け出時及び支給申請時において10時間以上であること。

2）eラーニングによる訓練等及び通信制による訓練等の場合は・・・
1コースあたりの標準学習時間が10時間以上であること又は1コースあたりの標準学習期間が1か月以上であること。

④ 「事業内訓練」又は「事業外訓練」のいずれかであること。
※「事業内訓練」：OFF-JTであって申請事業主自らが主催（自社で企画・主催・運営する訓練計画）し、事業内において集合形式で実施する訓練
※「事業外訓練」：OFF-JTであって公共の職業能力開発施設、学校教育法上の教育機関、各種学校、専修学校、認定職業訓練施設、他の事業主団体等が企画し主催している

訓練

支給対象労働者の要件支給対象労働者の要件

① 助成金を受けようとする事業主の事業所又は事業主団体等が実施する訓練等を被保険者に受講させる事業主の事業所において、次の1）又は2）に該当する
労働者であること。

1）訓練受講期間中において、被保険者であること
2）従来から雇用されている有期契約労働者等又は新たに雇い入れられた有期契約労働者等であり、訓練の終了日又は支給申請日に被保険者であること

② 職業訓練実施計画届時に提出した「対象労働者一覧」（様式第3-1号）に記載のある労働者であること

③ 次の1）又は2）に該当する労働者であること
1）通学制又は同時双方向型の通信訓練の場合は・・・

訓練等の受講時間数が、実訓練時間数の8割以上の者であること。
2）eラーニングによる訓練等及び通信制による訓練等の場合は・・・

訓練実施期間中に訓練等を修了した者であること。
④ 育児休業中の場合は・・・

育児休業期間中に訓練の受講を開始するものであること

ポイント3
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4 人材開発支援助成金コース別助成限度額

経費助成限度額(１労働者１訓練あたり)
1人1職業訓練実施計画届あたりのOFF-JTにかかる経費助成の限度額は、実訓練時間数に応じて下表のとおりです。

※ （ )内は大企業の限度額
※ e-ラーニング及び通信制による訓練等（標準学習時間が定められているものは除く。）については、一律「10時間以上100時間未満」の区分となります。

賃金助成対象時間数とその上限時間数（１労働者１訓練あたり）
1,200時間が限度時間となります。（※専門実践教育訓練 1,600時間）

※eラーニングによる訓練等、通信制による訓練等及び育児休業中訓練の場合は、賃金助成の対象になりません。

支給申請回数の制限
・支給申請回数

助成対象となる訓練等の支給申請回数は、１労働者につき１年度（※1）で、3回まで

１事業所・１事業主団体等の支給限度額
・１事業所または１事業主団体等が１年度（※1）に受給できる助成額は、1,000万円（※2）が限度額となります。

※1 支給申請日を基準とし、4月1日から翌年3月31日まで
※2 人材育成支援コースの助成額を合計した限度額です。賃金要件や資格等手当要件達成による割増分の追加申請や、１事業主が単独で申請した他に共同事業主

として申請する場合も含めて、各限度額を適用します。

人材育成支援コース人材育成支援コース

200時間以上100時間以上200時間未満10時間以上100時間未満企業規模

50万円（30万円）30万円（20万円）15万円（10万円）中小企業（大企業）

14
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職業能力開発推進者とは・・・
職業能力開発推進者（以下、推進者）は、社内で職業能力開発の取組みを

推進するキーパーソンです。
具体的には、
・事業内職業能力開発計画の作成・実施
・職業能力開発に関する労働者への相談・指導 などを行います。

【推進者選任に当ってのポイント】
① 推進者は、事業内職業能力開発計画作成・実施や労働者への適切な相談・指導
が行えるよう、従業員の職業能力開発および向上に関する企画や訓練の実施に関
する権限を有する者を選任してください。
（例：教育訓練部門の部課長、労務・人事担当部課長など）

② 事業所ごとに１名以上の推進者を選任してください。

事業内職業能力開発計画とは・・・
事業内職業能力開発計画（以下、事業内計画）は、自社の人材育成の基本的な

方針などを記載する計画です。
従業員の職業能力開発について、企業の経営者や管理者と従業員が共通の認識

を持ち、目標に向かって、これを進めることで効果的な職業能力開発を行うこと
が可能になり、さらに、従業員の自発的な学習・訓練の取組意欲が高まることも
期待されます。
作成した事業内計画は従業員に周知し、職務に必要な能力や自社の育成方針に

ついて共有しましょう。

※作成イメージについては、右記を参考にしてください。
なお、「事業内職業能力開発計画」については、計画届申請の際に提出の必要

はありませんが、作成のうえ保管をお願いします。

事業内職業能力開発計画（記載例）

令和○年○月作成
○○株式会社

１．経営理念及び経営方針に関する事項
（経営理念）
＜例＞製品を通じて社会に必要とされる企業（法令遵守・品質管理・環境経営）である

こと。
（経営方針）
＜例＞よりよいものをお客様に提供する。

２．職業に必要な基礎的な能力の開発及び向上を促進するための措置に関する事項並びに
職業能力の開発及び向上を促進するための措置に関する事項
（人事育成の基本方針や目標）
＜例１＞自ら専門性を磨き、高い職務能力を持った人材を育成する。
＜例２＞品質向上のため、積極的に挑戦できる人材を育成する。
＜例３＞目標のため今何をすべきかを考え実践できる人材を育成する。
＜例４＞自社内のDX推進のため情報技術等の人材を育成する。
＜例５＞ （※１）全社員に対して管理職等がキャリアコンサルティングを入社から３年

ごとに行う。
また、その際外部のキャリアコンサルティングをうける場合は、必要な費用

は会社が全額負担する。

３．その他の事項（任意）
（雇用管理方針など）
＜例１＞一人ひとりが、やりがいを持って職務に取り組めるよう、適性や要望を尊重して

職務配置を行う。
＜例２＞職種や配置転換等を行う際は、必要な訓練を施すとともに転換後のフォローアッ

プを行う。
＜例３＞訓練実施後の評価を行い、従業員の処遇改善に努める。

（参考）事業内職業能材開発計画の作成イメージ
職業能力開発推進者の選任及び
事業内職業能力開発計画の作成

15

※１ 人材開発支援助成金「人材育成支援コース（人材育成訓練、認定実習併
用職業訓練、中高年齢者実習型訓練）」では、要件として例示のような記載が
必要となります。

なお、キャリアコンサルティングを実施する者は、国家資格を有している
キャリアコンサルタントに限らず、労務・人事担当部課長などでも可能です。

ポイント4
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▷ その他の添付書類･･･
①「訓練カリュキュラム、受講案内等」（※必須）
②「事業所・営業所等の見取図・レイアウト図の写し（※対面訓練の場合であって、訓練の実施場所が申請事業主の事業所・営業所等と同一の所在地である場合に提出）
③「様式第10号 OFF-JT講師要件確認書」（※事業内訓練の場合に提出）
④「訓練に係る教育訓練機関との契約書、又は受講案内及び申込書の写し（※事業外訓練の場合提出）
⑤「教育訓練機関等から提供された訓練費用の負担軽減に係る説明資料等」（※事業外訓練の場合であって、教育訓練機関等から当該資料を提供された場合に提出）
⑥「定額制訓練」において、主たる適用事業所が他の適用事業所に係る書類を含め管轄労働局長に計画届を提出する場合・・・

「様式第14-1号 定額制サービスによる訓練に関する事業所確認票」が必要
⑦「事業展開等リスキリング支援コース」においては、「様式第1-3号 事業展開等実施計画」も併せて必要

人材開発支援助成金（人材育成支援コース・人への投資促進コース・事業展開等リスキリング支援コース）の計画届提出時に必要な書類は、基本的に
以下のものとなります。

16

様式第1-1号「職業訓練実施計画届」 様式第3-1号「対象労働者一覧」 様式第11号「事前確認署」
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活用をご検討いただく際には、厚生労働省のホームページに掲載されております各コースの「詳細版」を参考にして
ください。

なお、人材開発支援助成金制度の説明について事業所訪問をご希望される場合は、

・最寄りのハローワークの雇用指導官 又は

・愛知労働局訓練課（052-688-5755）

事業主支援アドバイザー 吉田 又は 事業主支援アドバイザー 近藤 までお気軽にご相談ください。

17

また、人材開発支援助成金制度の手続きに係るお問い合わせについては、

▷人材開発支援助成金申請窓口･･･
愛知労働局あいち雇用助成室第1係
住所 名古屋市中区錦二丁目14番25号 ヤマイチビル11階 TEL 052-688-5758 までお気軽にご連絡ください。

厚生労働省のホームページ
「人材開発支援助成金」
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